
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

24,726正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

166
令和元年度決算額（千円）

事業用品費（境界標等）

案内文郵送

令和元年度決算額（千円）

89

25,350

520

26,520780

5,356

780780

事業評価シート 1840030

0

1,300

7,150

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

31,928

11,655 13,289

_

調査委託料

001番号

国土調査法、地籍調査作業規程準則及び運用基準

189

4,752 6,050

520 5,356

30,7061,30030,082 1,300

5205,408

1217729

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

13,051

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

市民の生命と財産を守る防災や消防の充実 政策コード 5

平成15 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 受託事業者

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

土地の地籍の明確化

一筆地ごと

令和２年度
（実施内容）

・測量成果閲覧、成果取り纏め　1調査区
　加納Ⅰ第三調査区　0.09㎢（加納地区）
・地籍調査の事前準備　1調査区
　加納Ⅱ第一調査区　0.12㎢（加納地区）

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

一筆地ごとに土地の所有者、地番、地目、境界を調査、測量を行い、その成果を地籍図及び地
籍簿に取りまとめて法務局に送付する。

事 業 名

担当部名 基盤整備部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

地籍調査事業

土木調査課

- 1 - 0 - 0

実施方法

地籍調査実施区域内の土地及び土地所有者

実施期間

地籍調査は、国土調査法などに基づき土地の地籍を明確にするため実施するもので、土地取引
の円滑化、税負担の公平化及び災害復旧の迅速化に寄与する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

5,250

11,655 13,289

収入内訳

計（D）=B+C

41,737

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

13,051

37,312

45,217

38,507

令和２年度決算額（千円）

43,757

4,425

39,629

5,2505,588

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

4,425

5,588



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
国土調査法に基づき実施しており、市内の多くの土地所有者に
とって有益である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

地籍調査による地籍の明確化で、土地境界トラブルの未然防止
及び土地取引の円滑化、災害復旧の迅速化等が図られること
から、引き続き事業を実施していく必要がある。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

近年の大規模災害の発生及び土地所有者の高齢化等により土
地境界が不明確になっていくことに対する懸念などから、地籍調
査へのニーズはある。

事業の成果は、効果効率的な行政運営の推進を図る上で土地
行政諸般の基礎的な資料となるものであり、市が担う必要があ
る。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

ＤＩＤ地区を重点に実施しており、事業で得られた成果は、個人
の財産の保全、災害時の迅速な復旧、課税の適正化、公共事
業への利活用などが挙げられ、効果は大きいものである。

類似事業としては、法務局が行っている「不動産登記法第14条第1項」
に定められた地図の作成事業があるが、各々の事業は、対象地区お
よび根拠法令が異なることから統合はできないため、岐阜市で実施す
る必要がある。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
地籍調査の成果としてまとめられた地図・簿冊については、登記
所に送られ、土地取引や被災後の迅速な復旧等に極めて有効
である。

目標値 - - -

実績値 0.36 0.17 0.16

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ― ― ―

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 地籍調査成果の法務局備付面積 単位 ㎢

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 0.01 0.07 0.01

実績値 0.01 0.07 0.01

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 79,726 216,552 84,076

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 調査面積（換算面積） 単位 ㎢

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 地籍調査実施区域内の土地所有者 地籍調査実施区域内の土地所有者 地籍調査実施区域内の土地所有者

受益者数 468 183 458



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

0

16,484正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

2,592
令和元年度決算額（千円）

道路用地費

管理図更新

令和元年度決算額（千円）

4,847

16,90017,680520

0

520520

事業評価シート 1840030

0

520

16,998

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

17,680

35,442 39,815

_

登記事務委託

002番号

地区整備計画、地区計画条例

3,126

23,089 23,908

0

16,90052016,484 520

0

7,6697,7816,680

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

33,655

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

持続可能な都市基盤づくりの推進 政策コード 6

平成7 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

地区計画道路（拡幅計画のある道路）における用地の取得

地区計画決定された市内２３地区において、４～８ｍの道路へ拡幅するための用地の取得

令和２年度
（実施内容） 81筆　1,064.64㎡を寄附・買収にて取得

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

地区計画決定された市内２３地区において、区画道路を計画幅員に拡幅するため、寄附・買収に
よる用地の取得

事 業 名

担当部名 基盤整備部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

地区計画道路整備事業

土木調査課

- 2 - 0 - 0

実施方法

地域住民・道路利用者

実施期間

道路が狭い状態のままで宅地化が進み、住環境の悪化や交通安全上・防災上の危険性が高く
なることを防ぐため、一定のルールをもとに道路拡幅計画を進める

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

35,442 39,815

収入内訳

計（D）=B+C

51,926

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

33,655

51,926

57,495

50,555

令和２年度決算額（千円）

50,555

56,820

0

0

675

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

675



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 地域住民等が利用する道路であり、公平性は高い。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

幅員が狭小道路の拡幅により、地区内の交通及び防災の安全
性の向上を図ることは重要であるため、継続して実施していく必
要がある。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

地域に密接に関係した路線であり、必要性は高い。

岐阜市が所管する道路であるため、市が担う必要がある。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

幅員が狭い道路の拡幅が可能となることにより、交通安全上及
び防災上の危険性を軽減することができるが、宅地化率によっ
ては、費用対効果が低くなることが想定される。

開発等民間での実施も可能であるが、民間等だけでは実施が
困難であり、道路管理者として岐阜市で実施する必要がある。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
毎年度、地権者から用地提供を受けており、整備が完了した路
線では、交通や防災上の安全が向上されている。

目標値 - - -

実績値 6路線 3路線 4路線

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ― ― ―

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 地区計画道路拡幅路線数 単位 路線

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 - - -

実績値 51件 46件 29件

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 用地取得にかかる分筆件数 単位 件

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 地域住民・道路利用者 地域住民・道路利用者 地域住民・道路利用者

受益者数


